
山梨県成長分野就業体験支援事業費補助金交付要綱 

 

（通則） 

第１条 山梨県成長分野就業体験支援事業費補助金（以下「補助金」という。）については、山

梨県補助金等交付規則（昭和３８年山梨県規則第２５号。以下「規則」という。）、「雇用開発

支援事業費等補助金（地域活性化雇用創造プロジェクト）交付要綱」（平成２８年１１月１５

日厚生労働省発職雇１１１５第１号厚生労働事務次官通知）及び「地域活性化雇用創造プロ

ジェクト実施要領」（平成２８年１１月１５日職発１１１５第１号厚生労働省職業安定局長通

知）の規定によるほか、この要綱の定めるところによる。 

 

（目的） 

第２条 この補助金は、安定的で良質な雇用の創造を図るため、正規社員として雇用することを

条件に、職場訓練を通じて人材育成を行う場合の人件費を補助することにより、成長分野にお

ける人材確保を支援することを目的とする。 

 

（補助対象事業） 

第３条 知事は、次の各号のいずれかに該当する場合に限り、職場訓練に要する人件費について、

予算の範囲内において補助金を交付する。 

（１）山梨県内に居住している求職者又は山梨県外に居住している求職者であって、山梨県内に

就職を求めている者（以下「地域求職者」という。）を、正社員として雇用し、職場訓練を

行い、職場訓練終了後も引き続き、正社員として雇用する場合 

（２）地域求職者を非正規社員として雇用し、職場訓練を行った後、直ちに正社員として雇用す

る場合 

（３）自社で既に非正規社員（派遣社員を含む。）として雇用している者に対し、職場訓練を行っ

た後、直ちに正社員として雇用する場合（以下「正社員転換」という。） 

 

（補助対象事業者） 

第４条 この事業の補助対象となる事業者は、山梨県内に事業所を有する中小企業者（中小企業

基本法（昭和３８年法律第１５４号）第２条に規定する中小企業者をいう。以下同じ）であり、

次に掲げる要件を全て満たす者をいう。  

（１）「やまなし新産業構造対応雇用創造プロジェクト」に参加する事業者であること。 

（２）雇用保険の適用事業主であること。 

（３）補助金の交付申請書提出日の前日から起算して６か月前の日から補助金の実績報告書提出

日までの間に、雇用保険被保険者（短期雇用特例被保険者及び日雇労働被保険者を除く。）

を解雇（天災その他やむを得ない理由のため事業の継続が不可能となったこと又は労働者の

責めに帰すべき理由により解雇した事業主を除く｡）等、事業主の都合により離職させた事

業主以外の者であること。 

（４）補助金の交付申請書提出日から起算して過去３年間及び補助金の実績報告書提出日までの

間に厚生労働省が実施している雇用関係助成金に係る不正受給を行ったことがないこと。 

（５）補助金の交付申請書提出日の属する年度の前年度より前のいずれかの保険年度における労

働保険料の滞納がないこと。 

（６）補助金の交付申請書提出日までの過去１年間、および補助金の実績報告書提出日までの間

に労働関係法令違反を行っていないこと。 



（７）風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年法律第１２２号）第２条

第４項及び第５項の規定に該当する営業を行う事業者でないこと。また、これらの営業の一

部を受託する営業を行う事業者でないこと。 

（８）山梨県暴力団排除条例（平成２２年山梨県条例第３５号）第２条第１号に規定する暴力団

でないこと及び法人においては役員が、個人事業者においては事業主が同条第２号に規定す

る暴力団員でないこと。 

（９）補助金の交付申請書の提出日又は補助金の実績報告書提出日の時点で倒産（雇用保険法施

行規則（昭和５０年労働省令第３号）第３５条第 1 項第１号に規定する倒産をいう。）して

いる事業主（再生手続開始の申立て（民事再生法（平成１１年法律第２２５号）第２１条に

規定する再生手続開始の申立てをいう。）又は更生手続開始の申立て（会社更生法（平成１

４年法律第１５４号）第１７条に規定する更生手続開始の申立てをいう。）を行った事業主

であって、事業活動を継続する見込みがある者を除く。）でないこと。 

（10）補助金の交付申請書の提出日から起算して過去３年以内に、当該地域求職者を雇用してい

ないこと。 

（11）雇用する地域求職者が事業主または取締役の３親等以内の親族でないこと。 

（12）地域求職者を対象とした補助金の支給事由と同一の事由により支給要件を満たすこととな

る各種助成金のうち、国または県が実施するものを受給していないこと。 

（13）県税に未納がないこと。 

（14）必要な書類の提出や実地調査への協力等、補助金の交付等に係る審査に協力すること。 

 

（補助金の交付の対象となる経費及びその補助率） 

第５条 補助金の交付の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）、補助率、補助限度額

及び補助要件は、別表のとおりとする。 

 

（補助金交付申請書） 

第６条 補助金の交付を受けようとする事業者（以下「補助事業者」という。）は、地域求職者

を雇用する日又は正社員転換を目的に職場訓練を開始する日までに、補助金交付申請書（第１

号様式）に関係書類を添えて、知事に提出しなければならない。 

２ 補助事業者は、前項の申請書を提出するに当たり、補助金に係る消費税等仕入控除税額（補

助対象経費に含まれる消費税及び地方消費税相当額のうち、消費税法（昭和６３年法律第１０

８号）の規定により仕入れに係る消費税額として控除できる部分の金額及び当該金額に地方税

法（昭和２５年法律第２２６号）の規定による地方消費税の税率を乗じて得た金額の合計額に

補助率を乗じて得た金額をいう。以下同じ。）を減額して交付申請をしなければならない。た

だし、申請時において、当該消費税等仕入控除税額が明らかでないものについては、この限り

でない。 

 

（交付決定の通知） 

第７条 知事は、前条の規定により申請書の提出があった場合には、その内容を審査し、補助金

を交付すべきものと認めるときは、交付決定を行い、補助事業者に通知するものとする。 

２ 知事は、前条第２項の規定により、補助金に係る消費税等仕入控除税額について減額して交

付申請がなされたものについては、これを審査し、適当と認めたときは、当該消費税等仕入控

除税額を減額して交付決定するものとする。 

３ 知事は、前条第２項のただし書きによる交付申請がなされたものについては、補助金に係る



消費税等仕入控除税額について、補助金の額の確定において減額を行うこととし、その旨の条

件を付して交付決定を行うものとする。 

４ 知事は、第１項の規定により補助金の交付の決定をする場合において、当該補助金の交付の

目的を達成するために必要があると認めるときは、条件を付すことができる。 

 

（申請の取下げ） 

第８条 補助事業者は、前条の交付決定の内容又はこれに付された条件に対して不服があるとき

は、当該通知を受けた日から２０日以内に申請の取下げをすることができる。 

 

（補助事業の変更） 

第９条 補助事業者は、交付決定を受けた事業（以下「補助事業」という。）に係る経費又は内

容を変更しようとする場合は、あらかじめ、変更承認申請書（第２号様式）を知事に提出し、

その承認を受けなければならない。ただし、軽微な変更についてはこの限りではない。 

２ 前項ただし書きの軽微な変更とは、次のいずれかの場合をいう。 

（１）補助対象経費の２０％以内の減額を行う場合 

（２）職場訓練による効果に影響を及ぼさない範囲で内容を変更する場合 

 

（補助事業の中止又は廃止） 

第１０条 補助事業者は、事業を中止又は廃止しようとするときは、あらかじめ、中止（廃止）

承認申請書（第３号様式）を知事に提出し、その承認を受けなければならない。 

 

（実績報告） 

第１１条 補助事業者は、補助事業が完了したとき（補助事業の中止又は廃止の承認を受けたと

きを含む。）は、補助事業の完了の日（補助事業の中止又は廃止の承認を受けた日を含む。）か

ら起算して３０日を経過した日又は交付決定をした年度の翌年度の４月５日のいずれか早い

期日までに、実績報告書（第４号様式）に必要関係書類を添え、知事に提出しなければならな

い。 

２ 前項の実績報告を行うにあたって、補助金に係る消費税等仕入控除税額が明らかな場合には、 

当該消費税等仕入控除税額を減額して報告しなければならない。 

 

（補助金の額の確定） 

第１２条 知事は、前条第１項の報告を受けた場合には、報告書等の書類の審査及び必要に応じ

て現地調査等を行い、交付決定の内容及びこれに付した条件に適合すると認めたときは、交付

すべき補助金の額を確定し、補助事業者に通知するものとする。 

 

（補助金の交付時期） 

第１３条 補助金は、前条の規定による補助金の額の確定後において交付するものとする。 

 

（消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額の確定に伴う補助金の返還） 

第１４条 補助事業者は、補助事業完了後、消費税及び地方消費税の申告により、補助金に係る

消費税等仕入控除税額が確定した場合には、消費税等仕入控除税額の確定に伴う報告書（第５

号様式）により速やかに、知事に報告しなければならない。 

２ 知事は、前項の報告があった場合には、当該消費税等仕入控除税額の全部又は一部の返還を



命ずるものとする。 

 

（補助事業終了後の状況報告等）  

第１５条 補助事業者は、補助事業を完了した年度の翌年度の６月末日までに就業状況について、

状況報告書（第６号様式）により知事に報告しなければならない。  

２ 前項の規定にかかわらず、本補助金を活用して雇用した地域求職者が翌年度の６月末日以前

に退職した場合、補助事業者は、その退職した日から起算して１４日以内に状況報告書（第６

号様式）により知事に報告しなければならない。 

 

（報告・調査等） 

第１６条 知事は、補助金の交付の適性を期すために必要があると認めるときは、補助事業者に

対して報告を求め、調査を行うものとする。 

 

（補助金の取消し等） 

第１７条 知事は、補助事業者が次の各号のいずれかに該当すると認めたときは、補助金の交付

の決定の全部又は一部を取り消すことができる。 

（１）補助事業者が、補助事業に関し、法令その他の規則等に違反したとき。 

（２）補助事業者が、この要綱の規定又は交付決定内容等に違反したとき 

（３）交付決定後に生じた事情の変更等により、補助事業の全部又は一部を継続する必要がなく

なった場合 

２ 前項の取消しをした場合において、既に当該取消しに係る部分に対する補助金が交付されて

いるときは、期限を付して当該補助金の全部又は一部の返還を命ずるものとする。 

３ 知事は、前項の返還を命ずる場合には、第１項第３号の場合を除き、その命令に係る補助金

の受領の日から納付の日までの期間に応じて、年利１０．９５パーセントの割合で計算した加

算金の納付を併せて命ずるものとする。 

 

（補助事業の経理等） 

第１８条 補助事業者は、補助金に係る経費についての収支に関する帳簿及びすべての証拠書類

を整理し、かつこれらの書類を当該補助事業終了の年度の翌年度から５年間保管しなければな 

 い。 

 

（その他） 

第１９条 この要綱に定めるもののほか、この要綱の施行について必要な事項は、別に定めるも

のとする。 

 

 附 則 

１ この要綱は、平成２９年５月２９日から施行する。 

２ この要綱は、平成３２年３月３１日限り、その効力を失う。ただし、この要綱に基づき交付

決定された補助金については、この要綱の失効後も、なおその効力を有する。  



別表 補助対象経費等 

補     助 

対 象 経 費 

補助事業者が地域求職者及び自社で既に非正規社員として雇用している者

に職場訓練を行う際に係る以下の経費 

① 給与（給料、各種手当（通勤手当以外の職務に関係の無い手当（家族手当

や住居手当など）は除く。）） 

② 社会保険料及び労働保険料の補助事業者負担分 

※①の経費については、補助事業者が定める就業規則等で支給の根拠が確認で

きるものに限る。 

補 助 率 
８／１０以内 

（ただし、千円未満の端数は切り捨て） 

補 助 限 度 額 

及び補助要件 

①１人につき１００万円まで（職場訓練期間が３箇月超え４箇月以内の場合） 

※職場訓練期間が１箇月の場合、２５万円まで 

 職場訓練期間が１箇月を超え、２箇月以内の場合 ５０万円まで 

 職場訓練期間が２箇月を超え、３箇月以内の場合 ７５万円まで 

②補助対象となる職場訓練期間は１箇月以上４箇月以内とする。 

③１社あたり４人を限度とする。 

 


